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要 旨
Due to geographical location, students in B city tend to move from elementary to other junior high
schools out of district. One of the most important projects for the Board of education is to improve
their schools’ qualities in order to attract more students. Curriculum management is always said to il-
lustrate how individual schools are managing aspects of the curriculum, but at the level of educational
administration such as a Board of education, integrated curriculum management between schools is
needed larger concept to be described.
Therefore, “Project Management” has emerged as a powerful tool for many business or technical
projects. At the level of Board of Education, “Project Management” maybe is an effective managerial
approach. This main research purpose is how to apply the concept of “Project Management” into the
concept of educational field through the empirical research of Tosu schools integration.
Research questions:
1. What is the concept of “Project management” in educational field, especially in Integrated Curricu-
lum development?
2. Through quantitative and qualitative research analysis results, how influence has educational ad-
ministrators such as Board of Education made to the success of a project?
Ⅰ．問題と目的 －教師の意識調査より－
我国の優れた教育文化の一つに、指導案作成・研究授業を核とした校内研修の実施、及びこれによる学
習指導の充実を通した「学校改善論」（School Improvement）が挙げられよう。その「学校改善論」とは、
いわゆる「学校力」の育成に関するものであり、各教師が単発の教育効果を上げることに終始せず、学校
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【主要仮説】小中連携プロジェクトを推進すれば、学校改善が促進されるであろう。
（その際に、導入時期（Ｈ23年度）と導入後（Ｈ24年度）の比較を通して、その効果を検証する。）
ここでの学校改善とは、主として以下の3点を意味するものであり、同時に下位仮説となる。
 教師の協働性の視点からは、学校文化が醸成し、校内研修が充実すること。
 保護者の対応の視点からは、学校に対する信頼が向上すること。
 児童生徒の指導の視点からは、人格的・学的に成長が見とれること。
但し、本報告の範囲ではを対象に実証を進めていく
組織がカリキュラムをマネジメントする組織能力のことを意味しており、これが究極的には学習指導を充
実させる鍵となる。
Lesson Study を我国の校内研修・授業研究に相当すると位置付けるならば、学校組織における教師の
資質・教育力の向上が、直接・間接的には生徒の知的・人格的育成に相関するとの観点から、それは学校
改善（School Improvement）に貢献するものであり、広義的に Lesson Study は Curriculum Management
論の一要素であると体系化できよう。（Clauset, Lick and Murphy, 2008）1
教育経営学の範疇における学校改善論とは、問題解決性・教育経営の活性化・ポジティブな学校文化形
成・自主的／自立的な組織体・開かれた協働性等の項目を意味するが、究極的な学校組織の存在意義は、
組織上の合理化論等を踏まえつつも生徒の知的・人間的成長の教育機関であることにあり、これが最重要
な教育（組織）目標となる。つまり、教育法方法と教育経営学が融合する学問範疇で考察するとき、Curricu-
lum Management 論は、一定の学校教育目標の具現化を生徒の育成を通して評価されるカリキュラム
PDCA 過程の経営論である。（Kuramoto 2011, Nakatome & Tamura 2011, English 2001.）
翻って Yoshida らは、日本の教師は、指導案の作成、事前研究、教師の参観による研究授業、そして
経験知の共有を通した「学習コミュニティー」（Learning Community）を形成している点に着目してい
る。（Fernandez & Yoshida, 2004，秋田・ルイス，2008）
Lesson Study に関連する「内部的協働性」（Internal Collaboration）とは、学校文化（School Culture）
との関連で把握できるものであり、教職員相互の主流となる価値観や行動規範、学校長のリーダーシップ、
学校組織内の職員研修のあり方等を包括的に捉え、これを前提にすれば更に学習指導が充実すると言えよ
う。
以上のように、Lesson Study を核としたポジティブな学校文化に位置づくカリキュラムの開発・経営
が機能する「学校力」を育成し、このことが、究極的には、学習指導を充実させる組織的原動力となり得
る。（J. Stigler and J. Hiebert, 1999）
よって本研究では、事例の教育委員会において小中連携のプロジェクトが、Ｈ23～Ｈ24の期間中に如何
に学校改善を成しえたのかについて実証を試みる。小中連携教育における Curriculum Management に関
する研究を念頭に置き、Project Management 論への示唆を得ることを主たる研究の目的とする。
以上の論点を踏まえて、本研究における仮説を以下のように設定する。
Ⅱ．研究の方法
⑴分析対象（典型事例の選定理由）
本研究は、小中連携教育における Curriculum Management に関する研究を進める上で、「教師」「保護
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Table1．本研究のサンプル数
全教師（小中学校） 全保護者（小中学校） 全児童・生徒
H23年度／12学校 291人 3051人 約5000人
H24年度／12学校 328人 3986人 未回収
Figure1．小中連携・一貫教育の関係性スタイル Trang, 2012
者」「児童・生徒」の意識調査を通して Project Management 論への示唆を得ようとするものである。そ
の分析対象は、小中連携のプロジェクトを推進するＡ県Ｂ市教育委員会の管轄下で4中学校と8小学校合
計12の小中学校を対象とする。（Ｈ23～Ｈ24である。）
本報告は、科研（代表：露口健司）の研究分担者として、中間発表の立場に位置付き、全データの集計、
及び分析が終了していないものの、予定としては以下のようにデータ収集ができる見込みである。
また、Ａ県Ｂ市教育委員会の小中連携プロジェクトを事例研究として取り上げる意義は、以下の通りで
ある。Ａ県にも著名な小中一体型の小中一貫校が幾つか存在する。このタイプは、各地方自治体がイニシ
アティブを発揮し、甚大な予算を投入して一体型の学校建設から始まり、ケース1のように小中の教員が
同じ空間で過ごす職員室構成となっている。
しかし、全国で盛んに論じられる小中連携教育の現状を垣間見ると、こうした事例は少数派で、やはり
小中の校舎が異なる敷地に隣接するスタイルが大部分となっており、それも1小学校と1中学校の連携教
育だったり、複数の小学校と1中学校の連携スタイルだったりと、これらが圧倒的な多数派を占めている。
こうした観点から考察する際に、A 県 B 市教育委員会の小中連携プロジェクトは4学校区に分類され、
全てケース2とケース3に相当する。その意味で、本事例を典型的事例として対象化することは、全国で
展開される小中連携教育の推進にとって有益な示唆を得ることが可能であると判断した。
⑵従属変数と独立変数（量的研究の視点から）
本研究では、本事例における「校内研修」「学校文化」「小中連携」に関する諸変数を従属変数に設定し、
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「実施開始 H23年度」「実施後 H24年度」を独立変数として質問紙サーベイを実施した。これは、小中連
携プロジェクトの開始時期（平成23年6月）と、1年が経過した時期(H24年7月）に測定したもので、使
用した尺度は以下の3つである。
「校内研修」尺度／21項目（中留 2008，Tsuyuguchi 2011）
「学校文化」尺度／18項目（中留 2008，Tsuyuguchi 2011）
「小中連携」尺度／14項目（倉本・森山 2009、倉本・佐賀市教育委員会 2003）
まず、「校内研修」尺度、及び②「学校文化」尺度に関しては、中留による基盤研究「教育課程
基準の大綱化・弾力化と学校の自主性・自律性との連関性を規定する要因の研究」に大部分は依拠した。
また、K, Tsuyuguchi が American Educational Research Association（@USA/2011）で発表した“Foster-
ing Lesson Improvement through Leadership Practices : A Distributed Leadership Perspective”は、教育
委員会レベルと各学校レベルの Lesson Study に焦点化した研究であり、本研究の参照することが可能で
あった。
つぎに、「小中連携」尺度は、理論的には「縦：小中の教師の協働性」「横：学級や教科セクトの越
境」「小中を貫くカリキュラム開発」、及び「小中連携の教育効果」等の理論を意識化して14項目で作成し
た。なお、本質問紙は全て「とてもそう思う。5点」「そう思う。4点」「どちらでもない。3点」「そう
は思わない。2点」「全く、そう思わない。1点」の5件法によって構成した。それらの得点が高い程、
その傾向を示すように作成している。
⑶教師のメタ認知（データ対話型）による質的分析
こうした Lesson Study & Curriculum Management 等の研究内容・研究対象論は、常に動的・実際的な
教育実践研究に位置付く。故に、その研究方法・研究アプローチ論の一つとして Action Research 論（以
下、AR）が有効性を持つと認識する。本研究において根幹をなす AR には Reflection 機能がキーワード
となり、その Reflection の心理学的考察をすれば、「メタ認知」機能が重要となる。（Torbert, and Associates,
Figure2．データ対話型「メタ認知」の構造Kuramoto, 2012
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2004）
「メタ認知」とは「主観主義的 Approach」の一種であり、時間系列と空間系列からなる「状況におけ
る自分自身に対する自己認知のことを意味しており（Stringer 1999）、時系列的な過去・現在、そして未
来における自分自身の Identity を如何に理解・把握できるのかにかかわる認識である。また、その認識
は常に主観的ではあるものの、自己の固有性、及び特有の状況・空間の中で発生するものなのであり、主
観的な実感を伴うものであるから、客観的・普遍的な一般性を希求するというよりも、自己の体内で起こ
る反復可能性を求めるものである。換言すれば、これは内的妥当性を求める質的な実証的研究である AR
の一環とも理解できる。
その AR は教育実践研究方法論の一環として注目を浴びているが、概して AR とは、社会／人間科学分
野の実践的課題において、現在進行形の問題解決のプロセスを重視した研究であり、実践者の主観的・状
況的な「固有知」によって提起され、実践者本人（第1人称）の改善を意図した実践的研究である。また、
本研究の AR は、整理されたデータ（第2人称）との対話を通した教師集団の間主観的な「メタ認知」に
よって、問題解決の具体的な方法論を構築し、実践フィードバックを通して発展する動的な PDCA 研究
活動でもある。
（Torbert 2000, Uchiyama 2003）
以上に鑑み、本報告では、実践者の主観性と主観性による「メタ認知」的な「間主観性によって、可能
な限り客観性にアプローチする」ためにデータと対話する AR の方法論に依拠する。また、その際に第3
人称的な位置づけで、研究者チーム（第3人称）が位置付けられる。これらの第1人称・2人称・3人称
によって、複眼的なトリアンギュレーション（Triangulation）の形態を持つ AR となる。
⑷研究の手続き
①本報告における研究のプロセス
本研究の最大の特徴は、Social Capital 論を意識したデータのクオリティーにあり、「教師」「保護者」「児
童生徒」をＨ23年度とＨ24年度にわたって収集したことある。その意味で、本来は3要素を比較検討する
Table2．本報告における研究のプロセス
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ことこそが、研究の価値を持つことになるが、現段階（Ｈ24年10月現在）ではその全データを収集・解析
中である。
よって、本稿の研究の手続きは Lesson Study、及び Curriculum Management を意識した小中連携のプ
ロジェクトを進める上で、教師の意識分析に焦点化して、以下のように進めていく。
Lesson Study は、原則的に授業研究的側面と行内研修的な2つの側面があるが、ここでは小中連携プ
ロジェクトを前提にした各学校の Curriculum Management の位置づけから、特に校内研修と小中連携に
関する教師の意識を重視した。
一方、考察には客観主義と主観主義 Approach の視点から、教師によるデータ対話型メタ認知を採用す
る。その理論的背景には、Action Research の Triangulation の方法論があり、第1人称・2人称・3人
称の間主観によって固有性の知を創造しようとするものである。
ただし、本報告では十分な準備ができてはおらず、次回への課題と位置付けている。
②本研究の全体における総合的プロセス
なお、本研究の2年回に及ぶ全体的な研究計画とその進捗状況は、以下のように整理できる。まず、に
Ｈ23年4月に教育委員会・学校教育課からの依頼があり、筆者は4月に小中連携の今後の方針について研
修会講師を務め、連携プロジェクト・アドバイザーに着任している。（全小中学校12校の管理職・教務主
任の悉皆研修）
その後、「教師」「保護者」「児童生徒」対応の質問紙を作成し、Ｈ23年6月～7月に悉皆調査を実施し
た。その結果を教育委員会が収集し、Ｈ23年9月には筆者がデータ分析、及び研修講師で関係者（全12校
の管理職・教務主任）にデータ説明し、考察に示した研修形態で参加者による自己分析を実施した。これ
を「データ対話型のメタ認知」を利用した主観的 Approach/Action Research とした。殆ど同様なプロセ
スでＨ24年度も実施して、Ｈ23年度との経年比較を主眼とした。
Figure3．本研究の全体における総合的プロセス Trang, 2012
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最終的には、4つの学校区の中でも最も進歩的な学校区を中心にフィールドワークを実施する（参照：
Figure4の下段）。ここでは、主として質的研究の手法によりインタビュー・観察を重視する。その分析
手法には Text mining は勿論のこと、KJ 法や Narrative /Discourse 分析を混合する。
Ⅲ．調査結果
⑴尺度の因子分析
フロアー効果・天井効果を確認した上で（ある選択肢に対象者の75％以上が集中していない）、小中連
携に関する14項目全てを用いて因子分析（主成分法・回転プロマックス法）を実施した。因子負荷量が一
定基準を下回る項目がないため、項目の削除は行っていない。
その結果、固有値1以上の因子が5つ認められた。固有値の推移、スクリー基準からは3因子構造とも
考えられる。そこで、3因子を中心に抽出することを前提により単純構造に近く、また、解釈もしやすい
ことから最終的に3因子を抽出することを適当と判断した。
第1因子には、「小中学校間において、学習の基礎・基本徹底のための具体的な方策の話し合いが行わ
Table3．「小中連携」尺度の因子分析
成分
1 2 3 共通性
1 小中学校間において、「教科や学年・学校の壁」を超えて、学
校の「目指す子ども像」などについての話し合いが行われている。
．794 ．535 ．214 ．633
2 小中学校間において、学習の基礎・基本徹底のための具体的な
方策の話し合いが行われている。
．882 ．553 ．173 ．780
3 小中学校間において、「総合的な学習の時間」などについて系
統性を持つ話し合いが行われている。
．631 ．807 ．125 ．687
4 小中学校間において、生徒指導についての話し合いが行われて
いる。
．866 ．497 ．199 ．753
5 小中学校間において、進路指導やキャリア教育についての話し
合いが行われている。
．621 ．700 ．138 ．550
6 小中学校間において、教育相談や特別支援教育についての話し
合いが行われている。
．840 ．452 ．223 ．714
7 小中学校間において、児童生徒の交流が工夫されている。 ．647 ．603 ．166 ．485
8 中学校区内での小小連携が行われている。 ．563 ．476 ．331 ．374
9 小中学校の教師が協働で、授業を各学期に1度は、行っている。 ．374 ．805 ．143 ．675
10 地域と家庭との連携を、小中学校が協力して取り組んでいる。 ．584 ．843 ．281 ．722
11 小中学校が共同した便りなどが、全ての保護者や多くの地域の
方に向けて情報発信されている。
．496 ．815 ．259 ．670
12 小中学校の教師が教育活動を協力することで、児童・生徒は、
学習意欲・関心・態度などの学習面や生活面が向上すると思う。
．151 ．120 ．828 ．693
13 小中学校が協力することで、生徒は、「中1ギャップ」が軽減
し、児童・生徒は適応しやすくなると思う。
．342 ．242 ．905 ．836
14 小中一貫教育を推進することで、児童生徒の学力向上が図られ
ると思う。
．173 ．267 ．861 ．755
寄与率（％） 43．790 14．523 8．288
累積寄与率（％） 43．790 58．313 66．602
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Table4．各尺度に関する小中教師の意識
項目
Ｈ23 Ｈ24 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ23 Ｈ24
全体
（Ｎ＝291）
全体
（Ｎ＝328）
小学校
（Ｎ＝182）
小学校
（Ｎ＝212）
中学校
（Ｎ＝102）
中学校
（Ｎ＝116）
1．ビジョン共有 3．41 3．63 3．69 3．76 3．12 3．51
2．具体的実践 3．02 3．23 3．40 3．52 2．65 2．94
3．連携の効果 3．79 3．97 3．84 4．08 3．73 3．86
4．学校文化 3．75 3．84 3．81 3．87 3．69 3．80
5．校内研修 3．86 3．94 3．86 3．96 3．87 3．92
れている。」「小中学校間において、教科や学年・学校の壁を超えて、学校の目指す子ども像などについて
の話し合いが行われている。」等といった項目が高い因子負荷を示しており、また、「小中学校間において
生徒指導についての話し合いが行われている。」等の項目もこの因子への負荷が高い。
よって、この因子を「小中連携のビジョン共有」と命名する。
次に第2因子には、「小中学校の教師が協働で、授業を各学期に1度は行っている。」「小中学校が共同
した便りなどが、全ての保護者や多くの地域の方に向けて情報発信されている。」という項目が高く負荷
している。第1因子とともに高い負荷を示す項目「小中学校間において、総合的な学習などについて系統
性を持つ話し合いが行われている。」「小中学校間において、進路指導やキャリア教育についての話し合い
が行われている。」もあるが、いずれにせよ小中の連携上は核となる実践事例と考えられよう。
そこで、この因子を「小中連携の具体的実践」と命名する。
更に第3因子は、「小中学校の教師が教育活動を協力することで児童・生徒は、学習意欲・関心・態度
などの学習面や生活面が向上すると思う。」「小中学校の教師が教育活動を協力することで児童・生徒は、
学習意欲・関心・態度などの学習面や生活面が向上すると思う。」により「小中連携の効果」と命名した。
以上のような因子分析結果を踏まえ、「小中連携」尺度に対する下位尺度を構成する。それぞれの項目
を最も高い負荷量を示す因子を構成するものとみなすと「小中連携のビジョン共有」の下位尺度は6項目、
「小中連携の具体的実践」の下位尺度は5項目、「小中連携の効果」の下位尺度は4項目構成される。
次に α係数を求めて、各解釈度の内部一貫性を検討したところ、「小中連携のビジョン共有＝α．799」「小
中連携の具体的実践＝α．821」「小中連携の効果＝α．869」であった。「小中連携のビジョン共有」は若干
低い値となっているが、6項目から構成されることを考慮すれば、十分に利用可能な内部一貫性を有して
いると判断できる。
⑵下位尺度と上位尺度の相関係数
以下の table4は単純集計であるが、上述の因子分析で求められた3項目とアンケートの上位尺度であ
る「学校文化」と「校内研修」について整理した。Ｈ23年度もＨ24年度も、概して小学校教師の数値が高
くなっている。しかし、特筆すべきは、本小中連携プロジェクトが推進されて1年が経過したが、中学校
側の意識が高まり、小中の教師の意識が殆どなくなり、僅差となったことを示している。
1）Ｈ23年度・導入実施時に関する考察
そこで次に、「校内研修」「学校文化」「ビジョン共有」「連携の実践」「連携の効果」の各変数間の相関
係数を算出した。Ｈ23年度は Table5により、「連携の効果」は「校内研修」、及び「学校文化」との変数
間において有意な相関が認められなかった。同様に、「連携の実践」と「校内研修」との変数間において
も有意な相関が認められていない。
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一方では、「校内研修」と「学校文化」には有意な相関が認められるものの、決して高い数値ではない。
（．273，p＜0．01）
つまり、以上のことから、Ｈ23年度は、小中連携プロジェクトの導入時期であり、これから学校文化を
醸成し、校内研修を活性化していくとの状況であるから、小中連携の下位尺度である「ビジョン共有」「連
Table5．導入実施時に関する相関係数
相関係数Ｈ23
校内研修 学校文化 ビジョン共有 連携の実践 連携の効果
校内研修 Pearson の相関係数 1 ．273＊＊ ．156＊ ．045 －．022
有意確率（両側） ．000 ．012 ．474 ．727
N 266 262 261 260 263
学校文化 Pearson の相関係数 ．273＊＊ 1 ．194＊＊ ．150＊ －．005
有意確率（両側） ．000 ．001 ．013 ．929
N 262 282 275 272 276
ビジョン共有 Pearson の相関係数 ．156＊ ．194＊＊ 1 ．682＊＊ ．369＊＊
有意確率（両側） ．012 ．001 ．000 ．000
N 261 275 284 279 283
連携の実践 Pearson の相関係数 ．045 ．150＊ ．682＊＊ 1 ．317＊＊
有意確率（両側） ．474 ．013 ．000 ．000
N 260 272 279 281 281
連携の効果 Pearson の相関係数 ．022 ．005 ．369＊＊ ．317＊＊ 1
有意確率（両側） ．727 ．929 ．000 ．000
N 263 276 283 281 285
＊＊相関係数は1％水準で有意（両側）。＊相関係数は5％水準で有意（両側）。
Table6．導入実施後に関する相関係数
相関係数Ｈ24
校内研修 学校文化 ビジョン共有 連携の実践 連携の効果
校内研修 Pearson の相関係数 1 ．231＊＊ ．214＊＊ ．087 ．189＊＊
有意確率（両側） ．000 ．000 ．116 ．001
N 328 328 328 328 328
学校文化 Pearson の相関係数 ．231＊＊ 1 ．212＊＊ ．182＊＊ ．162＊＊
有意確率（両側） ．000 ．000 ．001 ．003
N 328 328 328 328 328
ビジョン共有 Pearson の相関係数 ．214＊＊ ．212＊＊ 1 ．691＊＊ ．456＊＊
有意確率（両側） ．000 ．000 ．000 ．000
N 328 328 328 328 328
連携の実践 Pearson の相関係数 ．087 ．182＊＊ ．691＊＊ 1 ．398＊＊
有意確率（両側） ．116 ．001 ．000 ．000
N 328 328 328 328 328
連携の効果 Pearson の相関係数 ．189＊＊ ．162＊＊ ．456＊＊ ．398＊＊ 1
有意確率（両側） ．001 ．003 ．000 ．000
N 328 328 328 328 328
＊＊相関係数は1％水準で有意（両側）。
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携の実践」「連携の効果」と「校内研修」、及び「学校文化」との変数間において有意な相関が認められな
かったことは、必然的な結果と解釈できる。重要な点は、実施後のＨ24年度にどのような変化が起こるの
か、その前後の2時点の観測変数をもとに解析を進めていくことである。
2）Ｈ24年度・導入実施後に関する考察
では、Ｈ24年の導入後の状況はどうであろうか。まずは Table6により、相関係数によって考察をする
ために、Ｈ23年度と同様に「校内研修」「学校文化」「ビジョン共有」「連携の実践」「連携の効果」の各変
数間の相関係数を算出した。Ｈ23年度では有意な相関が認められなかった「連携の効果」は「校内研修．189，
p＜．01」、及び「学校文化．162p＜．01」との変数間において僅かながら相関が有意となった。同様に、「小
中連携」尺度から因子分析によって導かれた下位尺度である「連携の効果」と「ビジョン共有．456，p＜．01」
「連携の実践．398，p＜．01」の相関係数も、それぞれＨ23年度よりも高い数値を示した。
それでもＨ24年度においてでさえ、「連携の実践」は「校内研修」との変数間において有意な相関が認
められなかった。このことは、小中連携実践のビジョンを共有し、その効果を意識しているものの、実際
に実施の段階になると未だ数多くの課題が潜んでいることを示唆していると解釈できる。その意味で、事
例研究における質的な研究を通して、本プロジェクトが内包する本質的な課題を解明する必要がある。
つまり、以上のことから、Ｈ23年度は、小中連携プロジェクトの導入時期であり、各変数間において有
意な相関が認められなかったが、Ｈ24年度の導入後には、一定の効果が上がったものと解釈できる。特に
変数間の係数値の向上として、「連携の効果」と「校内研修」が挙げられる。Ｈ23年度は有意を示さなかっ
たものが、転じて僅かなららも有意性を示したことは、本研究の理論的枠組みにある Lesson Study の視
点からも、本プロジェクトの効果性と判断できる。
よって、次に「連携の効果」と「校内研修」の2変数に特化して分析を進めていく。
⑶回帰による検定
Ｈ23年度の導入時は、前述の相関係数が示す通り、「連携の効果」は「校内研修」との変数間において
有意な相関が認められなかった。そこで、回帰（曲線推定）分析において、独立変数は「校内研修」、従
属変数を「連携の効果」とし、モデル曲線を線形によってプロットした。
同様に、導入後の H24年のデータを解析する上で、回帰（曲線推定）分析において、独立変数は「校内
Table7．Ｈ23年度：df＝1 MS＝0．075，F＝0．122，ns
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Table8．Ｈ24年度：df＝1 MS＝6．601，F＝12．017 P＜0．01
研修」、従属変数を「連携の効果」とし、モデル曲線を線形によってプロットした。以下のように、導入
時には有意を示さなかったものが、一定の有意性を示したことは、本プロジェクトの方向性の正しさを検
証する根拠となり得る。
よって、海外からも注目される我が国の Lesson Study は、指導案の作成、事前研究、教師の参観によ
る研究授業、そして経験知の共有を通した「学習コミュニティー」（Learning Community）を形成してい
るものであるが、Ａ県Ｂ市教育委員会の場合、小中連携プロジェクトという手段を通して、学校文化を醸
成する目的を達しつつあるといえよう。
⑸「小中連携」と「校内研修」「学校文化」の因果関係に関するパス解析結果
既述の通り、「小中連携」の下位尺度と「校内研修」「学校文化」との相関係数、回帰による検定の結果、
特に「連携の効果」と「校内研修」の相関関係に着目した。
ここでは、その因果関係を確認する意味で、Ｈ24年度の figure4の観測変数を基にパス解析を行った。
モデル全体の適合度の指標は GFI＝．901，AGFI＝．866，RMSEA＝．045であった。最終的には Figure4
Figure4．Ｈ24年度の因果関係に関するパス解析結果
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に示すパス図を示した。結果、「ビジョン共有」「連携の実践」「連携の効果」は、「校内研修」「学校文化」
の各に影響を与える因果関係が有意であることが、改めて明らかになった。特にＨ23年度には効果が見い
だされなかった「連携の効果」から「校内研修」へのパス係数は、Ｈ24度では1％水準で有意であった。
（β＝．34p＜．001）
Ⅳ．考 察（客観主義Approach と主観主義Approach）
⑴本調査データ分析（客観主義的Approach）における考察
そもそも、本研究は Social capital の教育的研究であり、その意味で小中連携プロジェクトに関する保
護者の意識を分析する必要がある。しかし、本報告の範疇では、データ整理が不十分であったため教師の
意識分析に終始した。
Lesson Study を我国の校内研修・授業研究に相当すると位置付けるならば、学校組織における教師の
資質・教育力の向上が、直接・間接的には生徒の知的・人格的育成に相関するとの観点から、それは学校
改善（School Improvement）に貢献するものである。よって、広義的に Lesson Study は Curriculum Man-
agement 論の一要素であると体系化できよう。
そこで、本研究の全体構造では、導入時期と導入後の比較を通して、「小中連携プロジェクトを推進す
れば、学校改善が促進されるであろう。」の主要仮説の下に、教師の協働性の視点からは、学校文化が
醸成し、校内研修が充実すること。保護者の対応の視点からは、学校に対する信頼が向上すること。
児童生徒の指導の視点からは、人格的・学的に成長が見とれることを検証する必要がある。但し、本報告
は中間発表の位置づけにあり、教師へのアンケート調査分析に終始している。
本報告は、小中連携項目の因子分析を実施し、「ビジョン共有」「連携の実践」「連携の効果」の下位尺
度を抽出した。その上で「校内研修」「学校文化」との相関係数を算出し、H23年度に比較して H24年度
は一定の進展を実証することができた。また、その中でも重要と判断できる「小中連携効果」と「校内研
修」の回帰（曲線推定）分析を実施し、改めてプロジェクト開始時と実施後の変容を確認した。
更に、抽出してきた5つの尺度の因果関係を構造化するために、下位尺度と上位尺度との因果関係のパ
ス解析を実施し、その目的を果たした。
以上、本報告の仮説である「小中連携プロジェクトを推進すれば、学校改善が促進されるであろう。」
の主要仮説の下に、「教師の協働性の視点からは、学校文化が醸成し、校内研修が充実すること。」におい
て、一定程度は心理であることが証明されたと結論付ける。
但し、本科研（代表：露口）の意図する Social capital 論に対応する意味で、教師・保護者・児童生徒
の3構造を12学校別に分類・分析していく必要があり、量的研究の方法論を学習中である。今後の大きな
課題として捉えている。
⑵今後の課題（対話型『メタ認知』への示唆）
－主観主義的 Approach（Action Research）の視点から－
一方、本研究では未だ整理できていないものの、つまり、今後の課題として AR に対する論考が必要で
あろう。その AR には Reflection 機能がキーワードとなり、「メタ認知」機能が重要となる。
多領域で発展した AR の起源を指摘することは困難であるが、例えば K, Lewin の組織改善論である
Group Dynamics が著名である（Lewin／末永 1954）。実はこれが、「計画・実施・評価・修正・適用」の
実践課程論を確立したものであったが故に、社会環境・対人環境の PDCA 組織改善論から学校組織マネ
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ジメント論にも援用されている。
ここで、AR の定義は多種多様にあるが、例えば Sagor は、研究者の視点から、以下のように典型的に
整理している。
「AR は、行為者のための行為者による過程原理である。AR の重要な研究意義は、実践者の行為を改善
し、再チャレンジを促す支援を目的とすることにある。」（Sagor 2000, p.1）。
一方で実践者の視点から Schmuck は、以下のように論じている。
「AR は実践者自身による職業的実践についての学びであり、計画性と継続性の要素を含み、他の研究要
素を体系化したものである。また AR とは、実践者にとって実践結果の望ましい向上のために、自らが納
得できる実践改善案を提起するための研究でもある。」
（Stringer 1999, p29.）
以上に鑑み、本報告では、実践者の主観性と研究者の主観性による「間主観性によって可能な限り客観
性にアプローチする」AR を検討対象と認識し、教師・保護者・児童生徒に関するデータ対話型の「メタ
認知」による教師自身の考察を重視したい。その間主観性の視点からは、AR とは、経験や出来事から生
成する意味、研究対象の主体性・固有性に焦点をあてたり、それを取り巻く状況論的な事物・行為・出来
事等の意味性を志向したりする動態的研究の方向性と把握できる（Torbert 2004）。
教育実践を研究対象とする AR の理論的・実証的枠組みは、「行為中の知」（Knowing-in-Action）を「行
為中の知識」（Knowledge-in-Action）へ置き換えるものであり、これは「行為中の省察」（Reflecting-in-
Action）によってのみ可能となると論じられる。（Schoen／佐藤・秋田 2007）。
一方で客観性の視点から AR は、単なる個人に内在化する実践研究に終始せず、当該研究課題の明確化・
改善過程において進歩主義的な問題解決学習の指向性を含みながら、第3人称的な実践協力者・研究者・
学校組織／システム等と協働化する「実践コミュニティー」（Community of Practice）の研究形態を取る。
故に AR とは、協働化した研究文脈を前提にした問題解決過程の行為研究であり、個人的実践、及び組
織的実践の改善過程において主観性と客観性との統合的バランスを重視した弁証法的な研究である（Rea-
son & Bradbury, 2001）。
以上の視点から、本研究を総括するとき、量的研究の補完としての質的研究、とりわけ事例学校での
AR 的なフィールドワーク、及び第1人称・2人称・3人称の「間主観」（Triangulation）による考察が
重視される。よって、その考察の方法論として、教師自身の対話型「メタ認知」の活用が必要となる。
今後の最重要な研究課題の一つとして認識している。
付 記
「本報告は、平成22年度～24年度・科研「小学校区におけるソーシャル・キャピタルの構築に関する研
究」（代表：露口健司）の研究の一環である。」
注
これまではカリキュラムマネジメントとして、教育経営学の中で論じられることが主流であったが、近年は Lesson Study
の国際学会が立ち上げられ、Curriculum Management と Lesson Study はセットで論じられる傾向にある。よって、英語
表記とした。
他にもアメリカでは、Lesson Study の研究団体が数多く、その一部を挙げておく。
http://www.tc.columbia.edu/lessonstudy/（09．6．15）
http://lessonresearch.net/（09．6．15）
http://www.lessonstudygroup.net/（09．6．15）
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